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第7章 計画の推進体制・進行管理 
1 推進体制 

品川区では、本環境計画を推進していくために、庁内組織である「環境対策推進会

議」により全庁的な推進調整を図り、施策・事業の総合的・計画的な取り組みを進め

ます。 

また、有識者や区民・事業者・団体の代表で構成される「環境活動推進会議」は、

区民の立場および専門的な見地から計画の達成、進捗状況を点検・評価し、計画の見

直し、区に対して助言・提言を行います。 

 

 

 

役 割 

○ 日常生活における環境配慮 

○ 区民団体などによる保全活動 

○ 行政への協力 

＜区民（区民団体を含む）＞ 

＜事業者（団体を含む）＞

役 割 

○ 事業活動における環境配慮 

○ 環境保全技術、環境保全製品な

どの研究、開発、普及 

○ 地域の環境保全への貢献 

＜事業者（団体を含む）＞ 

 

役 割 

○ 指標の目標達成状況の確認 

○ 重点プロジェクトの進捗確認 

○ 取り組み内容への意見提出 

＜環境活動推進会議＞ 

＜第二次品川区環境計画 推進体制＞ 

 
役 割 

○ 事務事業の推進 

○ 区民・事業者の取り組みを

サポート 

○ 区民・事業者への普及啓発

＜区＞ 

環境対策推進会議（部長級） 

報 告 

助言など

連 携 連 携 

連 携 

環境対策庁内会議（課長級） 

重点プロジェクト推進協議

（仮称） 
（各プロジェクトの関係部署

による定期的な協議） 
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2 進行管理 

(1) 進行管理の手順 

品川区は、行政評価などにより、環境関連施策の取り組み状況の把握、評価および

次年度の取り組みへの反映を行っています。 

これまで行っている計画の進行管理に加え、多くの区民が参加できるように、計画

の進捗状況をホームページなどで公開します。 

 
 

(2) ロードマップ 

本環境計画のロードマップを次ページの表に整理しました。 

これに従い、指標・目標値の達成状況や重点プロジェクトの進捗状況などの管理を

行うとともに、関連施策、関連計画との連携を図りながら計画を推進していきます。 

 
 
 
 

①計画（施策）の立案

②計画（施策）の実施 
⑥次年度の計画 
（施策）の立案 

④集計結果公表
（ホームページなど） 

⑤事業の見直し 

③進捗状況、実績の 
調査・集計 

区民意見 
事業者意見  など 
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＜第二次品川区環境計画 ロードマップ＞  

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

品川区のCO2排出量

一世帯あたりの品川区の家庭部門CO2排出量

公共施設への再生可能エネルギー導入量

地球温暖化防止に関する環境講座の継続的な
開催

区民一人一日あたりの収集ごみ量

資源化率

スケルトン清掃車を使った環境学習

世論調査などによる環境意識アンケート

河川における環境基準の達成状況

水辺に親しめる空間の整備・開放

みどり率の増加

生活
環境

大気測定局における環境基準の達成状況

放置自転車・放置バイクの撤去台数

景観「重点地区」の指定地区数

庁舎などからの単位床面積あたりのCO2排出量

エコパワーカンパニーの認定事業所数

体験型の環境学習機会の提供

地球
環境

①　民間活力を活用した再生可能エネルギーの
導入推進プロジェクト

自然
環境

②　水質改善による水辺の魅力アッププロジェ
クト

生活
環境

③　電気自動車等の有効活用プロジェクト

快適
環境

④　身近にある「大切な環境」発見プロジェクト

共通 ⑤　体験型環境学習の充実プロジェクト

◆

区分

品川区長期基本計画

品川区総合実施計画

品川区まちづくりマスタープラン
関
連
計
画
の
計
画
期
間

指
標
・
目
標
値

重
点
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

　第二次環境計画の見直し

地球
環境

自然
環境

項目

品川区地球温暖化防止対策実行計画

すべての人にやさしいまちづくり推進計画

快適
環境

共通

品川区地球温暖化対策地域推進計画

品川区景観計画

品川区一般廃棄物処理基本計画（第3次）

品川区地域防災計画

水とみどりの基本計画・行動計画

平成32年度までに1,324千t-CO2

平成32年度までに1.7t-CO2/世帯

平成34年度までに導入施設数の増

年2回以上開催

平成34年度までに440g/人・日

平成34年度までに31％

継続して実施

環境満足度の向上

平成33年度までに5ヶ所以上設置（新規）

平成33年度までに22.6%

平成34年度までに全局で環境基準達成

前年比減を毎年継続

平成30年度までに4地区指定

平成29年度までに基準年比5％減

平成34年度までに認定事業所数の増

年間1回以上開催

仕組み検討 事業の開始 事業の拡大

貯留管工事 稼動開始（効果確認）

仕組み検討 事業の開始 事業の拡大

仕組み検討 コンテストの継続的な開催、

まちづくり行政・環境行政への反映

先行実施 対象校の順次拡大

平成21年度～平成30年度

平成25年度～平成44年度

平成24年度～平成33年度

平成23年度～

平成22年度～平成32年度

平成25年度～平成34年度

平成25年度～平成29年度

平成20年度～平成30年度

仕組み検討
関係者協議

環境基準達成を維持

第二次

H34時点で入
手可能な最新
データがH32

平成25年度～

 
 


